






























た東京工業大学大学院生の石崎美佳さんと中本顕正さんにご協力いただいた。             
 
編集：第 2調査研究グループ 上席研究官 栗山 喬行 
問い合わせ先：〒100-0013  
東京都千代田区霞ヶ関 3-2-2中央合同庁舎第７号館東館１６階 
文部科学省 科学技術政策研究所 第 2調査研究グループ 









講師： 田中 幹人 准教授 
    早稲田大学政治学研究科ジャーナリズムコース 
日時： ２０１１年７月２７日（水） １５時～１７時 

















1997 国際基督教大学 教養学部理学科 生物専攻卒 
2003 東京大学大学院 生命環境科学系博士課程修了 
     （細胞骨格研究、sHSP研究、宇宙生物学研究等） 
2003-2005 国立神経研究所でポスドク（筋ジストロフィー等の疾患研究） 
2005 早稲田大学 政治学研究科 科学技術ジャーナリスト養成プログラム助手 

































































































































































































































































































つの事例です。（スライド No.7）  























































































































































































































































ています。例えば８５年の英国ボドマーレポート、あるいは米国の Science for all 
Americans を含めた Top scientist project などによって欧米で変わっていくわけですが、









































































































































































































































速しているという Wikileaks 以降の世界を許容しなければいけないと思います。 





































































































































































































































































































































































































◆ 議題設定、議題構築 (Lang&Lang, Protess)
　・議題設定：トップダウン的（権力による社会課題設定）
　・議題構築：双方向的（メディアを介し協働的に課題設定）
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・科学関連企業など社会による支持が不可欠（10% cap rule） 30
-48-
